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１．少子化時代に対応する教職員配置改善等の推進

(前 年 度 予 算 額 1,490,709百万円）
平成26年度予算額（案） 1,535,577百万円
〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計 2,146百万円〕

１．要 旨

教育再生の基盤である教職員等指導体制について、今後の少子化を踏まえつつ、

様々な教育課題に対応するため、小学校英語の教科化やいじめ問題等に対応する教

職員定数の配置改善等を行う。併せて、メリハリある教員給与体系の推進を図る。

２．内 容

【義務教育費国庫負担金】 1,532,183百万円（1,487,872百万円）
教職員定数の増 15億円（703人）
教職員定数の自然減・統合減・合理化減 ▲97億円（▲3,800人＋▲313人＋▲400人）

給与臨時特例法の終了に伴う増 617億円
若返り等による給与減 ▲92億円

○教職員定数の配置改善の推進(新規増：＋703人、合理化減：▲400人)

重要な課題に対応するため以下の新たな加配措置を実施

①小学校英語の教科化への対応(94人)
②いじめ・道徳教育への対応(235人)
③特別支援教育の充実(235人)
④学校統合の支援(100人)
⑤学校運営の改善(養護教諭、栄養教諭、事務職員)(39人)
〔※上記のほか、少子化を踏まえた既存定数の合理化減▲400人〕

○メリハリある教員給与体系の推進

①部活動指導手当等の増額(7億円)
②給料の調整額の縮減(▲7億円)
〔※上記のほか、既存予算の範囲内で管理職手当の見直しを実施〕

(復興特別会計)
・被災した児童生徒のための学習支援として前年同(1,000人)の加配措置

【補習等のための指導員等派遣事業】 3,294百万円(2,837百万円)

～経験豊かなシルバー人材等の積極的参加による地域ぐるみの教育再生 ～

補充学習や発展的な学習など学力向上方策として、シルバー人材（退職教職員・

社会人OB）等多様な地域人材による指導員等（8,000人）を活用。

《具体例》
・補充学習、発展的な学習への対応
・教材開発・作成など教師の授業準備や授業中の補助
・臨時教員等経験の浅い教員に対する指導・助言
・小１プロブレム・中１ギャップへの対応
・外国人児童生徒への日本語指導 等
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【総合的な教師力向上のための調査研究事業(新規)】 100百万円( 新 規 )

実践的指導力を身に付けた教員や、学校を適切にマネジメントできる管理職の確

保・育成に向けた、初任者研修の抜本的な改革や教師塾の拡充等の総合的な教師力

向上の取組を推進するための調査研究事業を実施。

（１）実践力のある教員の育成に向けた養成・採用・研修の抜本的な改革

実践的指導力を身に付けた教員を育成するため、教育委員会と大学が連携した

養成・採用・研修の抜本的改革に向けた調査研究を実施。

①初任者研修の抜本的な改革 ［ ８機関 ］
初任者に対する効果的・効率的な研修を実施できるよう、学校全体で初任

者を指導・評価するとともに、初任者が研修に専念できる体制の構築に係る調
査研究を行う。

②教師塾の拡充 ［ ８機関 ］
教育委員会が教員志望者を対象として行っている教師塾を拡充し、学生の

段階から実践的指導力を育成できるよう、教師塾の指導体制の検証や、大学と
連携したプログラム開発を行う。

③教育課題に対応するための教員養成カリキュラム開発 ［ ８機関 ］
大学・大学院が教育委員会や（独）教員研修センターと連携し、学校現場の

教育課題に適切に対応できる実践的指導力を育成するためのカリキュラム開発
を行う。

（２）管理職を養成する仕組みの確立

教育委員会が教職大学院等と連携し、（独）教員研修センターも活用しつつ、

各教育委員会の研修センターなどが実施する管理職養成のための研修プログラム

の開発や評価システムの検討を行う。[８機関]

（３）教員免許状を持たない専門的な知識・技能のある優れた人材登用の促進

教員免許状を持たない専門的な知識・技能のある優れた人材の学校現場への登

用を促進するよう、特別免許状などを活用した社会人登用の仕組みを構築するた

めの調査研究を行う。[８機関]
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教職員定数の配置改善の推進

少子化時代に対応する教職員配置改善等の推進
（平成26年度 義務教育費国庫負担金等予算案）

《義務教育費国庫負担金》
平成26年度予算案 １兆5,322億円（対前年度 ＋443億円）
（参考）復興特別会計 21億円（前年同）

・教職員定数の増 ＋15億円（＋703人）
・教職員定数の自然減・統合減・合理化減 ▲97億円（▲3,800人＋▲313人＋▲400人）

・教職員の若返り等による給与減 ▲92億円
・給与臨時特例法の終了に伴う増 ＋617億円

メリハリある教員給与体系の推進

被災した児童生徒のための学習支援として前年同（1,000人）の加配措置 【復興特別会計】

①小学校英語の教科化への対応 ９４人

③特別支援教育の充実 ２３５人

②いじめ・道徳教育への対応 ２３５人

④学校統合の支援 １００人

⑤学校運営の改善 ３９人

〔※上記のほか、少子化を踏まえた既存定数の合理化 ▲４００人〕

（養護教諭、栄養教諭、事務職員）

（新規増： ＋703人）

（合理化減：▲400人）

①部活動指導手当等の増額 ７億円

②給料の調整額の縮減 ▲７億円

〔 2,400円→3,000円（H26.10～）〕

〔 調整額を20％縮減 （H26.10～）〕

〔※上記のほか、既存予算の範囲内で管理職手当の見直しを実施〕

補習等のための指導員等派遣事業 平成26年度予算案 ： 33億円
（対前年度 ５億円増）

《具体例》
・補充学習、発展的な学習への対応
・教材開発・作成など教師の授業準備や授業中の補助
・臨時教員等経験の浅い教員に対する指導・助言
・小１プロブレム・中１ギャップへの対応
・外国人児童生徒への日本語指導 等

○配置人数 6,900人→8,000人
○事業主体：都道府県及び政令指定都市
○補助割合：１／３

経験豊かなシルバー人材等の
積極的参加による地域ぐるみ
の教育再生

重要課題に対応するため以下の新たな加配措置を実施
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２．全国的な学力調査の実施

(前 年 度 予 算 額 5,417百万円）
平成26年度予算額（案） 6,124百万円

１．要 旨

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学

力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る

とともに、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立

て、さらに、そのような取組を通じた教育に関する継続的な検証改善サイクルを

確立するため、全国的な学力調査を実施する。

２．内 容

（１）平成26年度調査の実施

4,205百万円（ 4,083百万円）

対象学年（小６、中３）の全児童生徒を対象に、国語、算数・数学を対象教

科とした悉皆調査を行う。

【本体調査】

調査対象 小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒

対象教科 国語、算数・数学

実 施 日 平成26年4月22日（火）予定

【専門家による追加分析】

国、教育委員会、学校における教育施策や教育指導の一層の改善を図る

ため、学力調査を活用し、大学等の研究機関の専門的な知見を生かした高

度な分析・検証に関する調査研究を実施

（２）平成27年度調査の準備

1,919百万円（1,333百万円）

平成27年度において、対象教科に理科を追加して、悉皆方式での調査を実施

するための準備を行う。
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全国的な学力調査の実施

平成26年度予算額（案） 6,124百万円(平成25年度予算額 5,417百万円)

○義務教育の機会均等と水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や

学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る

○学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる

○以上のような取組を通じて、教育に関する

継続的な検証改善サイクルを確立する

Plan
Do

Check
Action

２６年度調査の実施等

○調査日 ：平成２６年４月２２日（火）

○調査対象：小学校第６学年、中学校第３学年の全児童生徒（悉皆調査）

○対象教科：国語、算数・数学

※質問紙調査（児童生徒に対する調査、学校に対する調査）を併せて実施。

国、教育委員会、学校における教育施策や教育指導の一層の改善を図るため、学力調査を活用し、大
学等の研究機関の専門的な知見を生かした高度な分析・検証に関する調査研究を実施

専門家による追加分析

平成２７年度において、対象教科に理科を追加して、悉皆方式での調査を実施
するための準備を行う。

○調査対象：小学校第６学年、中学校第３学年の全児童生徒（悉皆調査）

○対象教科：国語、算数・数学、理科

２７年度調査の準備

文部科学省 1,210百万円
国立教育政策研究所 710百万円

1,919百万円

4,205百万円
文部科学省 4,012百万円
国立教育政策研究所 193百万円

調 査 の 目 的
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３．道徳教育の充実

(前 年 度 予 算 額 831百万円）
平成26年度予算額（案） 1,439百万円

１．要 旨

教育再生実行会議の第一次提言や文部科学省「道徳教育の充実に関する懇談会」

の議論を踏まえ、人としてのよりよい生き方について考え、実践する力を育む道

徳教育の抜本的改善・充実を図るため、新「心のノート」（平成25年度全面改訂

：名称は「私たちの道徳」）をはじめとする道徳の教材の充実、効果的な指導方

法の普及等による教員の指導力向上、家庭・地域との連携強化などの取組を推進

する。

２．内 容

○道徳教育の抜本的改善・充実 1,439百万円

（１）新「心のノート」活用推進事業 626百万円

新「心のノート」（「私たちの道徳」）を全国の小・中学生（小１・小３・小

５・中１）に配布するとともに、その効果的な活用を普及するため教師用の指

導資料を作成・配布する。

（２）道徳教育パワーアップ研究協議会 103百万円

道徳教育の抜本的な改善・充実のため、特に指導が難しいとされる小学校高

学年や中学校における指導方法について研究開発するとともに、効果的な指導

方法等の共有などを通じて教員の指導力向上を図ることを目的として、教育委

員会担当者、学校の管理職、道徳教育推進教師を主な対象とする研究協議会を

各都道府県で開催する。

（３）道徳教育地域支援事業 710百万円

各地域の実態に応じた道徳教育を推進するため、外部講師の活用や地域教材

作成、家庭・地域との連携などの自治体の取組を支援する。

≪関連施策≫

・教職員定数の配置改善の推進（いじめ・道徳教育への対応 235人）
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( 新 規 )
平成26年度予算額（案） ：14億円

道徳教育の抜本的改善・充実

新「心のノート」(平成25年度全面改訂：名称は「私たちの道徳」)を全国の小・中
学生(小１・小３・小５・中１)に配布するとともに、効果的な活用を普及するため教師
用の指導資料を作成・配布

各地域の実態に応じた道徳教育を推進するため、外部講師の活用や地域教材
の作成、家庭・地域との連携などの自治体の取組を支援

特に指導が難しいとされる小学校高学年や中学校における指導方法の研究開
発や効果的な指導方法等の共有などを通じて、教員の指導力の抜本的な向上を
図ることを目的として、教育委員会担当者、学校の管理職、道徳教育推進教師を
主な対象とする研究協議会を各都道府県で開催

道徳教育パワーアップ研究協議会

新「心のノート」活用推進事業

道徳教育地域支援事業

6億円

1億円

7億円

【背景】
○ いじめ問題への根本的な解決に向けて子供の豊かな人間性を育む道徳教育の抜
本的な充実が必要（平成25年2月26日 教育再生実行会議（第一次提言））
○ 新たな枠組みによる道徳の教科化をはじめ、道徳教育の充実に向け、 「道徳教育
の充実に関する懇談会」から文部科学大臣に報告書を提出（平成25年12月26日）
【現状】
○ 道徳教育については、学校間・教員間で取組の格差が大きい状況。道徳教育を実
施する上での課題として、指導の効果の把握が困難、効果的な指導方法が分からな
い、適切な教材の入手が難しいなどが指摘されている。
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４．特別支援教育の充実
～障害のある児童生徒等の自立・社会参加の加速化に向けた特別支援教育の充実～

(前 年 度 予 算 額 9,908百万円）
平成26年度予算額（案） 13,121百万円

１．要 旨

インクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進について、障害
のある児童生徒等の自立と社会参加の加速化に向けた取組の充実を図り、障害の
ある児童生徒等が十分な教育を受けられる環境を構築する。

２．内 容

（１）インクルーシブ教育システム構築事業 1,324百万円（1,258百万円）

○早期からの教育相談・支援体制構築事業 335百万円（ 70百万円）
障害のある子供に対する早期からの教育相談及び支援体制の構築を推進

するため、教育と保育、福祉、保健、医療等の連携推進、情報提供等の取
組を支援する。
・40地域 ・早期支援コーディネーター 約120人

（２）学習上の支援機器等教材活用促進事業 584百万円( 新 規 )
障害のある児童生徒等の学習上の困難軽減のため、ニーズのある利用しやす

い支援機器等の教材開発を支援する。さらに、支援機器等アドバイザーを活用
した指導方法の実践研究を行うとともに、支援機器等教材についての情報を一
元的に集約・データベース化し、全国的な活用を促進する。また、デイジー教
材等の教科書デジタルデータを活用した音声教材等の効率的な製作方法の調査
研究等を行う。
・学習上の支援機器等教材研究開発支援事業 9箇所
・支援機器等教材普及促進事業（国立特別支援教育総合研究所運営費交付金）

・支援機器等教材を活用した指導方法充実事業
・教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進プロジェクト

（３）発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援・教職員の専門性向上事業
586百万円( 78百万円)

発達障害に関する教職員の専門性の向上を図るため、拠点校での研修など
の実践的な取組等や大学における教職員の育成プログラム開発事業に加え、
発達障害の可能性のある児童生徒を念頭に置き、外部人材を活用することに
より、クラス全体にとってわかりやすい指導の工夫など早い段階からの支援
の在り方について研究事業を行う。

・発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援研究事業（新規）

40地域・5大学・発達障害支援アドバイザー 約80人
・発達障害理解推進拠点事業（拡充） 40校・地域
・発達障害に関する教職員育成プログラム開発事業（拡充） 7大学
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（４）自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援教育充実事業
449百万円( 新 規 )

発達障害を含め障害のある生徒の将来の自立と社会参加に向けた適切な指導
を行うため、企業と連携した教員の研修、就労先開拓・職場定着支援のための
コーディネーターの配置など、キャリア教育・就労支援等の充実を図る。また、
教科指導等を通した個々の能力・才能を伸ばす教育課程の編成に関する研究を
実施する。

・キャリア教育・就労支援等の充実事業 40地域・就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 約40人

・個々の能力・才能を伸ばす特別支援教育モデル事業
27地域・自立活動等担当教員 約30人

（５）特別支援教育就学奨励費負担等 10,151百万円(8,403百万円)
特別支援学校及び特別支援学級等への就学の特殊事情を踏まえ、これらの学

校に就学する障害のある児童生徒等の保護者の経済的負担を軽減するため、｢特
別支援学校への就学奨励に関する法律｣等に基づき、通学費、学用品費等の就
学に必要な経費を援助する。

・高校授業料無償化制度の見直しによる対応
特別支援学校高等部の生徒の通学費、学用品費等の支援を拡充

≪関連施策≫

・教職員定数の改善（通級指導など特別支援教育の充実 235人の定数改善増）

・学校施設整備（特別支援学校の教室不足解消のための補助制度の創設、公立学

校のバリアフリー化） など
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特別支援教育の充実
～障害のある児童生徒等の自立・社会参加の加速化に向けた特別支援教育の充実～

平成26年度予算額（案）１３１億円 （平成25年度予算額９９億円）

【新規】自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援教育充実
事業 449百万円
発達障害を含め障害のある生徒の将来の自立と社会参加に向けた適切な指導を行うため、企業と連
携した教員の研修、就労先開拓・職場定着支援のためのコーディネーターの配置など、キャリア教育・就
労支援等の充実を図る。また、教科指導等を通した個々の能力・才能を伸ばす教育課程の編成に関する
研究を実施する。
◆キャリア教育・就労支援等の充実事業 40地域・就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 約40人配置
◆個々の能力・才能を伸ばす特別支援教育ﾓﾃﾞﾙ事業 27地域・自立活動等担当教員 約30人配置

【新規】学習上の支援機器等教材活用促進事業 584百万円
障害のある児童生徒等の学習上の困難軽減のため、ニーズのある利用しやすい支援機器等の教材開
発を支援する。さらに、支援機器等ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを活用した指導方法の実践研究を行うとともに、支援機器
等教材についての情報を一元的に集約・データベース化し、全国的な活用を促進する。また、デイジー教
材等の教科書デジタルデータを活用した音声教材等の効率的な製作方法の調査研究等を行う。
◆学習上の支援機器等教材研究開発支援事業 9箇所
◆支援機器等教材を活用した指導方法充実事業 ◆支援機器等教材普及促進事業（特総研）
◆教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進プロジェクト

【拡充】早期からの教育相談・支援体制構築事業 335百万円（70百万円）
障害のある子供に対する早期からの教育相談及び支援体制の構築を推進するため、教育と保育、福
祉、保健、医療等の連携推進、情報提供等の取組を支援する。
◆16地域 → 40地域 ◆早期支援コーディネーター 約50人配置 → 約120人配置

（早期支援）

（学習上の支援及び教材の開発）

（ｷｬﾘｱ教育・就労支援等、個々の能力・才能を伸ばす教科指導等の充実）

（人的配置の充実）

（教職員の専門性向上）

【拡充】発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援・教職員の専
門性向上事業 586百万円（78百万円）
発達障害に関する教職員の専門性の向上を図るため、拠点校での研修などの実践的な取組等や大学
における教職員の育成プログラム開発事業に加え、発達障害の可能性のある児童生徒を念頭に置き、
外部人材を活用することにより、クラス全体にとってわかりやすい指導の工夫など早い段階からの支援の
在り方について研究事業を行う。
◆発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援研究事業（新規） 40地域・5大学・発達障害支
援アドバイザー 約80人配置 ◆発達障害理解推進拠点事業（拡充） 18校・地域 → 40校・地域
◆発達障害に関する教職員育成プログラム開発事業（拡充） 4大学 → 7大学

【拡充】加配教職員定数 （再掲）
発達障害や比較的軽度の障害のある児童生徒のためのいわゆる通級指導への対応や特別支援教育
コーディネーターの配置等。 ◆235人の改善増

■
共
生
社
会
の
形
成
に
向
け
た
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築
（イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
）

等

（就学の支援）

【拡充】特別支援教育就学奨励費負担等 10,151百万円（8,403百万円）
特別支援学校及び特別支援学級等に就学する障害のある児童生徒等の保護者の経済的負担を軽減
するため、通学費、学用品費等に必要な経費を援助する。
◆高校授業料無償化制度の見直しによる対応
特別支援学校高等部の生徒の通学費、学用品費等の支援を拡充

（学校施設整備）

特別支援学校の教室不足解消のための補助制度の創設 （再掲）
廃校になった施設や、既存の公立小中・高等学校の余裕教室を改修し、特別支援学校の新設、分校・
分教室として整備。 ◆補助率:1/3

就
学
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５．いじめ対策の推進

(前 年 度 予 算 額 5,600百万円）
平成26年度予算額（案） 6,771百万円

【※一部再掲含む】

１．要 旨

教育再生実行会議（第一次提言）や「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじ
めの未然防止、早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネットを
通じて行われるいじめへの対応を充実するため、「いじめ対策等総合推進事業」
を拡充し、地方公共団体におけるいじめ問題等への対応を支援する。

２．内 容

○ いじめ対策等総合推進事業 4,797百万円( 4,735百万円)

（１）外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等

4,687百万円（4,384百万円）

【自治体支援】

幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援する取組
の促進〔補助率１／３〕
・第三者的立場から調整・解決する取組（100地域→134地域）
・外部専門家を活用して学校を支援する取組（100地域→134地域）
・インターネットを通じたいじめ問題等に対応するための学校ネットパトロー
ル等（新規）（10地域）

への支援

【学校支援】

①スクールカウンセラーの配置拡充 〔補助率１／３〕
・全公立中学校に対するスクールカウンセラーの配置に加え、生徒指導上、
大きな課題を抱える公立中学校にスクールカウンセラーを活用した週５日
相談体制を導入し、常時生徒が相談できる体制づくりを推進（200校）

・公立小学校の従来の配置に加え、小中連携型配置の導入による公立小・中
学校の相談体制の連携促進（200校）

・スクールカウンセラーを活用した教員のカウンセリング能力等の向上のた
めの校内研修や児童生徒の困難・ストレスへの対処等の教育プログラムを
実施

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充 〔補助率１／３〕
・スクールソーシャルワーカー配置の増（1,355人→1,466人）

③生徒指導推進協力員・学校相談員の配置 〔補助率１／３〕
・元警察官、元教員等を活用し、課題のある学校等へ派遣（335校）

④24時間いじめ相談ダイヤル 〔補助率１／３〕
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（２）健全育成のための体験活動の推進 46百万円（ 26百万円)
いじめの未然防止を図るため、農山漁村等において様々な体験活動を通じて

児童生徒の豊かな人間性や社会性を育む取組を促進 〔補助率１／３〕
学校数の拡充：269校→ 468校

（３）いじめ問題への対応等生徒指導上の諸問題に関する先進的調査研究の実施
54百万円（314百万円)

いじめ問題をはじめ、暴力行為､不登校等の様々な課題を抱える子供への支援､
子供の社会性の育成や情動の発達と問題行動の関係等について、今後の施策に
生かすため、地方公共団体やＮＰＯ等に先進的調査研究を委託

対象地域：18箇所

≪ 再 掲 ≫

・道徳教育の抜本的改善・充実

・教職員定数の配置改善の推進(いじめ・道徳教育への対応 235人)

等

≪関連施策≫

・教員研修の充実（教員研修センターによるいじめ問題に関する指導者養成）

（参考)復興特別会計

○ 緊急スクールカウンセラー等派遣事業 3,709百万円（3,913百万円）

被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等への助言・

援助、学校教育活動の復旧支援、福祉関係機関との連携調整等様々な課題に対応

するため、スクールカウンセラー等を派遣する経費を措置。
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いじめ対策等総合推進事業
平成26年度予算額（案）：４８億円（平成25年度：４７億円）

「いじめ問題への対応など生徒指導上の諸問題

への取組」に関する先進的調査研究の実施

【学校の取組に対する支援】

①スクールカウンセラーの配置拡充

・全公立中学校に対するスクールカウンセラーの配置に加え、

生徒指導上、大きな課題を抱える公立中学校等にスクール

カウンセラーによる週５日相談体制を導入し、常時生徒が

相談できる体制づくりを推進（200校）

・公立小学校の従来の配置に加え、小中連携型配置の導入

による公立小・中学校の相談体制の連携促進（200校）

・スクールカウンセラーを活用した教員のカウンセリング能力

等の向上のための校内研修や児童生徒の困難・ストレスへ

の対処等の教育プログラムを実施

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充

・スクールソーシャルワーカー配置の増

（1,355人→1,466人）

③生徒指導推進協力員・学校相談員の配置拡充

・元警察官、元教員等を活用し、課題のある学校等

へ派遣（335校）

④２４時間いじめ相談ダイヤル

①道徳教育の抜本的改善・充実

【関連施策】

・人としてのより良い生き方について考え、実現する
力を育成する道徳教育を目指し、新「心のノート」
（仮称）をはじめとする道徳の教材の充実、効果的
な指導方法の開発と普及、家庭・地域との連携強
化などを実施

②対話・創作・表現活動等を通じた児童生徒

の思考力、人間関係形成能力の育成
【関連施策】

・対話やディスカッション、創作や表現、ソーシャ ル
スキルトレーニング、ピアサポート等を取り入れた
教育活動の実施

③健全育成のための体験活動の推進

・児童生徒の社会性を育む農山漁村等での

体験活動の取組促進

（269校→468校）

いじめ対策等生徒指導に係る調査研究等

教育再生実行会議（第一次提言）及び「いじめ防止対策推進法」を踏まえ、いじめの未然防止、早期発見・早期
対応や教育相談体制の整備及びインターネットを通じて行われるいじめへの対応を充実するため、「いじめ対策
等総合推進事業」を拡充し、地方自治体におけるいじめ問題等への対応を支援する。

【自治体の取組に対する支援】

幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援する取組の促進

・第三者的立場から調整・解決する取組（100地域→134地域）、外部専門家を活用して学校を支援する取組

（100地域→134地域） 、学校ネットパトロール等（10地域）（新規）への支援

早期発見・早期対応
（外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等）

いじめ問題への支援体制を構築

（外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等）

未然防止
（道徳教育等の推進、体験活動の推進 ）

①教職員定数の改善 ・少子化時代に対応する教職員配置改善等の推進として教職員定数を改善。
その中で、いじめ問題への特別な指導を行う学校への支援のため、加配定数を増

【関連施策】

②教員研修の充実 ・教員研修センターによるいじめ問題に関する指導者養成研修の実施 【関連施策】

教員研修の充実・教職員の体制整備の充実

※【関連施策】は
含まない
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